
１　総括

( 1) 人件費の状況（ 普通会計決算）

（ ２ ） 職員給与費の状況（ 普通会計決算）

　　　　　　　

（ 注） １ 　 職員手当には 退職手当を 含ま ない 。
２ 　 職員数は、 １ ８ 年４ 月１ 日現在の人数である 。

( 3) 特記事項

( 4) ラ ス パイ レ ス 指数の状況（ 各年４ 月１ 日現在）

（ 注） １ ラ ス パイ レ ス 指数と は、 国家公務員の給与水準を １ ０ ０ と し た場合の地方公務員の給与水準を 示す指数である 。
　 　 　 ２ 　 類似団体平均と は、 人口規模、 産業構造が類似し ている 団体のラ ス パイ レ ス 指数を 単純平均し たも のである 。

794,817 6,210 6,051

千円 　　　　　千円 千円 千円

125 531,837 43,216 219,764

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

１８年度

北中城村の給与・ 定員管理等について

　　　　　　％

94,789 942,256

給与費 B/A

4,651,015

人　

16,177

（参考）人 件 費

　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

人 件 費 率実 質 収 支

１７年度の人件費率

区　　分

20.3

１８年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

別紙１

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（１８年度末）

　　　　　　　　　　　％

21.8

職員数

　　　　　　Ａ

人 千円

（参考）類似団体平均

千円

(H14)
96.0

(H14)
96.9(H14)

95.7

(H19)
91.3

(H19)
94.6 (H19)

93.9

90

95

100

105

北中城村 類似団体平均 全国市平均

（例）
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
( 1) 職員の平均年齢、 平均給料月額及び平均給与月額の状況（ 19年４ 月１ 日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円 円 円

　　　③教育職(幼稚園教諭）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（ 注） １ 　 「 平均給料月額」 と は、 平成１ ９ 年４ 月１ 日現在における 各職種ご と の職員の基本給の平均である 。

２ 　 「 平均給与月額」 と は、 給料月額と 毎月支払われる 扶養手当、 地域手当、 住居手当、 時間　 　 　 　 　 

　 　 　 　 外勤務手当など のすべての諸手当の額を 合計し たも のであり 、 地方公務員給与実態調査にお
　 　 　 　 いて 明ら かにさ れている も のである 。 　

　 　 　 　 　 ま た、 「 平均給与月額（ 国ベース ） 」 は、 国家公務員の平均給与月額には 時間外勤務手当、 　 　 　

　 　 　 　 特殊勤務手当等の手当が含ま れていないこ と から 、 比較のため国家公務員と 同じ ベース で再

　 　 　 　 計算し たも のである 。

387,240

平均給与月額

370,755

385,205

331,100

43.4

国 40.7

43.1

325,724

332,319

平 均 年 齢 平均給料月額

北中城村

沖縄県

42.8 323,566

43.0 375,500

56.5 423,100

類似団体

1.90

―

347,190

353,192

369,354

平均給与月額

（国ベース）

区　　分

383,541

類似団体 363,242

43.1 337,400

―

北中城村

沖縄県

区　　分

300,185

320,514

355,299

353,888

360,077

285,599

沖縄県 324,400 370,428

353,888

対応する民間
の類似職種

318,200

318,200

360,077

職員数平均年齢 平均年齢

参考

（Ｂ）

平均給与月額

民　　　間

Ａ／Ｂ

公　務　員

区　　分

（国ベース）

平均給与月額

（Ａ）

平均給与月額
平均給料月額

国

北中城村

区　　分

うち給食調理員

310,912類似団体

平均年齢

―

―

調理士

― ―

― ―

42.9

― ―

―

― ―

― ― ―

―

185,200

北中城村

うち給食調理員

―287,094

9

44.4

44.4

47.4 434

9

47.2

48.8

15

5,193

―――

Ｃ／Ｄ

参考

公務員 民間

（Ｃ） （Ｄ）

年収ベース（試算値）の比較

5,849,024 2,392,200 2.44

429,885

426,175

平均給料月額 平均給与月額

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成１６～１８年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された期
末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。
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（ 2) 職員の初任給の状況（ 平成１ ９ 年年４ 月１ 日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

円 円 －

円 円 －

円 円 －

円 円 －

（ 3) 職員の経験年数別・ 学歴別平均給料月額の状況（ 平成１ ９ 年４ 月１ 日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円高　校　卒

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

教　育　職

幼稚園教諭職

223,100

235,500

ー

ー

ー

※３５５，９００

高　校　卒

区　　　　分

大　学　卒

高　校　卒

中　学　卒

大　学　卒

技能労務職

279,800

ー

ー

ー大　学　卒 ー

区　　　　　分

137,200

129,200

ー

一般行政職

140,100

137,200

129,200

172,200

沖縄県北中城村

ー

国

１．表の区分に該当職員がいない場合は近似の階層（※）の数値を使用それでもいない場合は空欄。

ー

309,000

ー

268,500

ー

ー

287,600

経験年数１５年

192,800

一般行政職

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒 ー

172,200

140,100

教　育　職

技能労務職

経験年数１０年

大　学　卒

経験年数２０年

172,200

140,100

148,800

140,100

345,900

172,200
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（ 1) 一般行政職の級別職員数の状況（ 平成１ ９ 年４ 月１ 日現在）

（ 注） １ 　 北中城村の給与条例に基づく 給料表の級区分によ る 職員数であ る 。

２ 　 標準的な職務内容と は、 それぞれの級に該当する代表的な職務であ る 。

　 （（ 注） 平成１ ９ 年１ 月１ 日に８ 級制から ６ 級制に変更し ている 。 （ 旧給料表の１ 級及び２ 級並びに４ 級及び５ 級をそれぞれ　

　 　 統合） 　 　 　 　 　

（ 2) 昇給への勤務成績の反映状況

　

課長、室長、参事、事務局長又は学校給食共
同調理場所長の職務

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

19.3

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

10.8

　　　　　　　　％

16

13
６　　級

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

１．相当困難な業務を所掌する係長、保育所
長、幼稚園教頭の職　　２．相当困難な業務を
所掌する主査・技査・主任の職務

１．課長補佐、主幹等の職務　　　２．特に困
難な業務を所掌する保育所長、幼稚園教頭
の職

　　　　　　　　人

標準的な職務内容 職員数区　　分

５　　級

２　　級

主事、技手、保育士、保健師、教諭の職務

３　　級

１　　級

１．係長、保育所長、幼稚園教頭の職
２．主査・技査・主任の職務

高度の知識、経験を必要とする主事、技手、
保育士、保健師、教諭の職務

４　　級

20.5

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

8

20 24.1

15.7

9

　　　　　　　　人

17

６級の課長職は副村長より、それ以外の一般職は担当課長からの勤務成績証明書により昇給（現在５５歳以下一律４
号給,５５歳以上２号給、６級で５５歳以上３号給昇給）

　　　　　　　　％

構成比

9.6

１級
9.6%

１級
0.0%

１級
0.9%

２級
19.3%

２級
9.2%

２級
6.6%

３級
24.1%

３級
13.2% ３級

4.7%

４級
10.8%

４級
19.7%

４級
10.4%

５級
20.5%

５級
7.9%

５級
10.4%

６級
15.7%

６級
7.9%

６級
42.5%

７級
27.6%

７級
14.1%

８級
14.5%

８級
10.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成１９年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

（ 1) 期末手当・ 勤勉手当

千円 千円

（１８年度支給割合） （１８年度支給割合） （１８年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　５％　　管理職加算　１０％ 役職加算　５～２０％　管理職加算　１０～２５％

（ 注） 　 ( )内は、 再任用職員に係る 支給割合である 。

（ 2) 退職手当（ １ ９ 年４ 月１ 日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職　２％～２０％ その他の加算措置 定年前早期退職　２％～２０％

（退職時特別昇給　定年なし　勧奨１～３号

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（ 注） 退職手当の１ 人当たり 平均支給額は、 １ ８ 年度に退職し た職員に支給さ れた 平均額である 。

3.00

1.60

1.45

0.75

１人当たり平均支給額（１８年度）

国○　　　　　　　　　　　○　　　　　　　　　　　市

4.45

国北中城村

１人当たり平均支給額（１８年度）

1.45

0.75

―

1.60

3.00

沖縄県

30.55

1,648 1,710

27,474

23.5

33.5

47.5

59.28

41.34

59.28

59.28

33.5

47.5

59.28

23.5 30.55

59.28

41.34

59.28
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( ３ ) 特殊勤務手当（ １ ９ 年４ 月１ 日現在）

千円

　円

　％

( ４ ) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（ ５ ) その他の手当（ １ ９ 年４ 月１ 日現在）

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（１９年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

( 注） １ 　 給料及び報酬の（ 　 ） 内は、 減額措置を行う 前の金額である 。                         
２ 　 退職手当の「 １ 期の手当額」 は、 ４ 月１ 日現在の給料月額及び支給率に基づき 、 １ 期（ ４ 年＝４ ８ 月）     

勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

161,062

野犬掃とう業務に従事する職員

13,056

95

10,551

内容及び支給単価

千円
貸家　月額１２，０００円以上支
払っている職員　２７，０００円
（支払限度額）持ち家　２，５０

手　当　名

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

住居手当

交通機関利用者　実費（５５，
０００円支払限度額）　車等通
勤者　１ｋｍ以上１，６００円～４

通勤手当

管理職手当

異

異

685,000

701,000

管理職（課長職）の地位にあ
る職　一律１０，０００円

同
配偶者１３，０００円、子供等
６，５００円、特定扶養５，０００
円、非配偶者扶養１１，０００円

支給職員１人当たり

260,383

（１８年度決算）

297,583同 7,142

扶養手当

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ７ 年 度 決 算 ）

千円

107

支 給 実 績 （ １ ７ 年 度 決 算 ）

異なる内容

37,191

（参考）類似団体における最高／最低額
532,000860,000

2,577

3,496
片道１ｋｍ以上
から支給

一律１０，０００
円

千円

千円

給料月額Ò在職月数Ò３００／１０００

3.45

350,000 156,000

　　（１９年度支給割合）

給料月額Ò在職月数Ò５００／１０００

420,000 218,000

174,000370,000

300,000

廃止

副 議 長

　　（１９年度支給割合）村 長

議 員

255,000

235,000

570,000

区 分 給 料 月 額 等

給

料

715,000 476,000

期
末
手
当

副 村 長

収 入 役

議 長

収 入 役

報

酬

副 村 長

副 議 長

議 員

議 長

野犬掃とう手当

19,008

行路病人等に従事する職
員

日額　１，８００円

日額　１，８００円
伝染病防疫作業に従事す
る職員

平均支給年額

国の制度

との異同

国の制度と

支給実績（１８年度決算）

16,440 千円

千円8,208

任期毎

任期毎

薬物取扱業務に従事する
職員

村 長

支給実績

手当の名称 主な支給対象職員

薬物取扱手当 薬物取扱業務に従事する職員

伝染病防疫作業手当 伝染病防疫作業に従事する職員

行路病人及び死亡人収容
作業手当

行路病人等に従事する職員

非常災害時手当
台風時等に特に勤務を命じられた職
員

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

3.3

日額　１，８００円

日額　１，８００円

１時簡につき　１，０００円
台風時等に特に勤務を命
じられた職員

野犬掃とう業務に従事する
職員

557,000

副 村 長

収 入 役

退
職
手
当

備　　　　考

村 長

61,000

3.6

122

手当の種類（手当数）

（１８年度決算）
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６　職員数の状況

（ 1) 部門別職員数の状況と 主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人
（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人
（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人
（ 注） １ 　 職員数は一般職に属する 職員数である 。
　 　 　 ２ 　 [ ]内は、 条例定数の合計である 。

（ 2) 年齢別職員構成の状況（ １ ９ 年４ 月１ 日現在）

　

( 3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１ ７ 年４ 月１ 日～平成２ ２ 年４ 月１ 日におけ る 定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（ 参考） 北中城村行財政改革実施計画における 定員管理の数値目標（ 数・ 率）

平成17年4月1日 平成22年3月31日 １３５人　・　△１０％

職員数 職員数

計画期間
数値目標

始　期 終　期

143 135

純減率

[     150       ］

14 5 8 18

55歳43歳

平成22年4月1日 純減数

＜参考＞
8.42

140

[      150      ］ [      ０    ］

平成17年4月1日

議会

合　　計

小　計

下水道 3

小　計 ＜参考＞1
7.57
8.79

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

18

人

6

15

職員数
130

人 人

3 3

47歳 51歳23歳 27歳 31歳 35歳 59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人

39歳

～ ～ ～ ～

56歳 60歳52歳48歳

～

40歳 44歳36歳

～

35

～

28歳

～

14

6

24歳20歳 20歳

区　分

普
通
会
計
部
門

消防部門
教育部門

一
般
行
政
部
門

その他

水道

未満

～ ～

32

32歳

33

9
0
4

10

計
5.43

89

2

業務内容の充実

対前年
増減数

1
3

△１
△２

0

0

民生
衛生

平成１８年

2

職 員 数

平成１９年

人

14033 25 0

人 人

総務
税務

計

労働
農林水産
商工
土木

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

30
89

1

△２

124125

92

5

6 0

138 2

3 0

0

主 な 増 減 理 由

2

26
10
0
4
2
7

24

3

業務の統廃合縮小
業務の統廃合縮小

欠員補充、業務内容の充実

業務の統廃合縮小

＜参考＞
業務内容の充実

欠員補充

6.79

2

0

△５．６8

1

0

5

10

15

20

25

構成比

５年前の構成
比

%
（例）
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②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（ 実績） の概要

（各年４月１日現在）

（ 注） １ 　 計画期間は、 １ ７ 年～２ ２ 年の５ 年間である 。
２ 　 （ 　 ％） 内の数値は、 数値目標に対する進捗率を 示す。

　 　 　 ３ 　 増減は、 各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を 、 計の欄にあっては 計画1年目以   
　 　 　 降現年ま での 職員増減数の累計を 示す。                                              

７　公営企業職員の状況

　 ( 1) 　 上水道事業
　① 職員給与費の状況
ア　 決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（ 注） １ 　 職員手当には 退職給与金を 含ま ない 。
２ 　 職員数は、 １ ９ 年３ 月３ １ 日現在の人数である 。

イ 　 特記事項

② 職員 の基本給、 平均月収額及び平均年齢の 状況 （ １ ８ 年４ 月１ 日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（ 注） 平均月収額には 、 期末・ 勤勉手当等を 含む。  

千円

6 23,478 2,422 9,359 35,259 5,877 6,971

千円 　　　　　千円 千円 千円

職員数

　　計　　Ｂ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

％

7.6 7.5

千円　 ％

（参考）類似団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

区　　分 一人当たり

Ａ  

35,259

Ｂ　

１８年度
　　　　千円

466,786 28,220

　　　　（　　％）

総費用に占める

める職員給与費比率

135140 138 ―

△５

143 138

　　　　（　　％）

―

一般行政

３　年　目１年目 ２　年　目計画始期

93 89 88

増減

増減

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

職員数公 営 企 業

教　 育

増減

職員数

職員数計

消　 防 職員数

増減

職員数

35

１７年

92

△４

区　　分 総費用 純損益又は実

平　均　年　齢

千円　

基本給

職員給与費比率

　　　　　　Ｂ／Ａ

　質収支

△１ （　86.7% )

18年度の総費用に占

1増減 △１等 会 計

489,716

平均月収額

団 体 平 均

北 中 城 村 48.4

　　　　　　区　　分

事 業 者

326,089

375,666 572,943

2 △２

― 33

0 △２ △４ （　100.0% )

（参考）

計

１８年 １９年 ２０年

数値目標

１７年～２２年

95 ―

3 3 （　98.9% )

― 1415 14 15 14

35 33 29

18年度

45.3

人 千円
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③ 職員 の 手当 の 状況

ア　 期末手当・ 勤勉手当

千円　 千円　

（１８年度支給割合） （１８年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

役職加算　５％　　　管理職加算　１０％ 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ 　 退職手当（ １ ９ 年４ 月１ 日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　定年なし　　　勧奨４～１２号　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（ 注） 退職手当の１ 人当たり 平均支給額は、 ○年度に退職し た職員に支給さ れた 平均額である 。

ウ 　 特殊勤務手当（ １ ９ 年４ 月１ 日現在）

千円

　円

　％

3.00

1.60

1.45

0.75

北中城村 国　（一般行政職・団体平均等）

1,560

0 0

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

1,710

県　（一般行政職・団体平均等）北中城村

１人当たり平均支給額（１８年度） １人当たり平均支給額（１８年度）

60

47.50

1

月額　５，０００円

16.0職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）

支給実績（１８年度決算）

水道技術管理者手当 水道技術管理者 水道技術管理者

60,000

59.28

4.45

23.50

33.50

定年前早期退職　２％～２０％

23.50

33.50

47.50

59.28

定年前早期退職　２％～２０％

59.28

30.55

41.34

59.28

30.55

41.34

59.28

59.28
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エ　 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（ 注） 時間外勤務手当には、 休日勤務手当を 含む。

オ　 その他の手当（ １ ９ 年４ 月１ 日現在）

円

円

円

円

④定員管理の 数値目標及び進捗状況

ア　 平成１ ７ 年４ 月１ 日～平成２ ２ 年４ 月１ 日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（ 参考） 北中城村における定員管理の数値目標（ 数・ 率）

イ 　 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（ 実績） の概要

→6( 3)②を参照

120 千円 120,000

異
片道１ｋｍ以上
から支給

管理職手当
管理職（課長職）の地位にあ
る職　一律１０，０００円

異
一律１０，０００
円

（１８年度決算）

167 千円 27,800

住居手当

貸家　月額１２，０００円以上支
払っている職員　２７，０００円
（支払限度額）持ち家　２，５０
０円

通勤手当

交通機関利用者　実費（５５，
０００円支払限度額）　車等通
勤者　１ｋｍ以上１，６００円～４
０ｋｍ２０，９００円

180

157

941

扶養手当
配偶者１３，０００円、子供等
６，５００円、特定扶養５，０００
円、非配偶者扶養１１，０００円

との異同 異なる内容 （１８年度決算）

6 6 0 0

216 千円 216

同 918 千円

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ １ ７ 年 度 決 算 ） 1,081

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ７ 年 度 決 算 ）

計画期間
数　値　目　標

始　期 終　期

平均支給年額

純減率

職員数 職員数

純減数平成17年4月1日 平成22年4月1日

183,600

同

平成17年4月1日 平成22年3月31日 ６人

支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価

国の制度 国の制度と
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